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■2020/３期２Ｑ 業績総括

（スライド資料の通り）
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■連結 ＰＬ実績

当第２四半期連結累計期間（2019年４月１日～2019年９月30日）は、増収増益となった。

連結売上高は、新店出店に伴う増収、ネット通販の伸長等により前年同期比103.9％の745億

円となった。

売上総利益率は前年同期から0.2ポイント改善し、51.7％となった。これは、一部の連結子会社

や㈱UAのアウトレットが改善したこと等が挙げられる。

販管費率は、前年同期から0.8ポイント低減し、46.4％となった。㈱コーエンの宣伝販促費や㈱

UAの固定費の減等が挙げられる。

以上の結果、経常利益は前年同期比124.6％の38億円となり、四半期純利益は同じく129.2％の

19億円となった。
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■単体 売上高実績 チャネル別

単体売上高は前年同期比104.0％、既存店売上高前期比は103.5％となった。

既存店売上高は小売が前年同期を下回るも、ネット通販が２桁増となり、小売＋ネット通販既

存店売上高が前年実績を超えた。

ネット通販の売上構成比は21.5％となり、前年同期から2.4ポイント伸長。

既存店客数についても売上高と同様、小売が前年同期を下回ったものの、ネット通販が２桁増

となり、小売＋ネット通販既存店実績で前年同期を上回った。



7

■単体 売上高実績 事業別

第一事業本部、第二事業本部とも増収し、小売＋ネット通販既存店売上高が前年同期を上

回った。

第一事業本部は、メンズドレスおよびウィメンズ全般の売上高が前年同期を超え、第二事業本

部はメンズ、ウィメンズのカジュアルの売上高が前年同期を超えた。
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■連結 売上総利益率実績

売上総利益率は、前年同期から0.2ポイント改善し、51.7％となった。

各事業の売上総利益率の増減等が連結売上総利益率に与えた影響は次の通り。

㈱UA ビジネスユニットによる影響はマイナス0.1ポイント。ビジネスユニット自体の売上総利益

率の前年同期差はマイナス0.2ポイント。天候要因のマイナスに伴い値引販売が増加したこと等

による。

㈱UA アウトレット等による影響はプラス0.1ポイント。アウトレット等自体の売上総利益率前年同

期差はプラス0.8ポイント。過去在庫の縮小がレギュラー事業商品の売上総利益率の改善やアウ

トレット専用品の売上構成比の上昇につながり、売上総利益率が改善。

㈱UA その他原価による影響はプラスマイナスゼロ。前年同期から大きな変動はなかった。

その他、子会社動向等に伴う影響はプラス0.2ポイント。円高の影響により、一部の子会社で売

上総利益率が改善したこと等による。
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■連結 販管費実績

販管費は、前年同期比102.1％、販管費率は前年同期から0.8ポイント低減の46.4％となった。

売上比における前年同期からの主な増減内容は次の通り。

宣伝販促費：㈱コーエンの宣伝販促費の減等（前年同期はテレビCMを実施、今期は非実施）

人件費：㈱UAのEC化の推進による売上高人件費率の低減等

賃借料：㈱UAの物流倉庫家賃の減等。

その他：㈱UAの出店一時経費の減等。
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■連結 BS実績

連結総資産は前年同期末比103.7％、前期末比104.7％の740億円となった。

前年同期末との主な差異要因は以下の通り。

流動資産は、前年同期末比104.6％の478億円となった。これは主にたな卸資産、未収入金の

増によるものである。固定資産は、同102.1％の262億円となった。これは主に有形固定資産、無

形固定資産の増、減価償却による減によるものである。

流動負債は、同92.5％の296億円となった。これは主に一年以内返済予定の長期借入金、短期

借入金、賞与引当金の減によるものである。固定負債は、同95.8％の42億円となった。これは主

に長期借入金の減によるものである。

長短借入金の残高は、同70.8％の68億円となった。

たな卸資産は、同104.7％の287億円となった。第２四半期累計期間の売上高前年同期比は

103.9％であり、売上高の伸びを上回った。これは、消費税増税前の駆込み需要に向けた前倒し

納品によるものや、オリジナル企画商品の売上拡大に伴う生地や副資材などの原材料（貯蔵品）

の増加によるものである。当社では引き続き、シーズンをより細分化した売上計画に沿って適時

に適価で販売を行うことで、売上の拡大と在庫の適正化を目指す。



11

■ 連結 ＣＦ実績

２Ｑ末の現金及び現金同等物は、63億円となった。

営業キャッシュ・フローは、15億円のキャッシュインとなった。キャッシュインの主な内訳は税前

四半期純利益35億円、仕入債務の増24億円であり、キャッシュアウトの主な内訳は、たな卸資産

の増37億円、賞与引当金の減９億円、法人税等の支払い17億円である。

投資活動によるキャッシュ・フローは、19億円のキャッシュアウトとなった。キャッシュアウトの主

な内訳は有形固定資産の取得８億円、無形固定資産の取得７億円である。

財務活動によるキャッシュ・フローは、９億円のキャッシュインとなった。キャッシュインの主な内

訳は短期借入金の増42億円であり、キャッシュアウトの主な内訳は、配当金の支払22億円、長期

借入金の返済10億円である。
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■グループ合計小売出退店 ２Ｑ累計実績、通期見込み

２Ｑ累計実績：グループ合計での新規出店数：12、退店：11、期末店舗数：359。

通期見込み：グループ合計での新規出店数：25、退店：18、期末店舗数：365。

会社や事業単位では若干増減があるが、グループ全体での期末店舗数見込みは前回の

説明会から変更なし。



13

■参考：㈱UA ストアブランド別出退店実績

（説明は省略）



14

■参考：グループ会社別小売出退店実績 個別明細

（説明は省略）
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■グループ会社の進捗

（スライド資料の通り）



16



■ 「ユナイテッドアローズ オンラインストア」について

自社ECサイト「ユナイテッドアローズ オンラインストア」については、自社運営化に向けた開発の遅延により、9月12日よりサ

イトを停止している。本日は、この背景と今後の考え方についてご説明する。

当初、今秋を目処に自社EＣサイトの自社運営化を予定していたが、サイトの切り替え直前に開発の遅延が発覚。この状態

では当社の求めるサイト品質を確保できないと判断し、一旦切り替えを見合わせた。この決定が直前となってしまったため、従

来の自社ＥＣサイトの開発・保守を委託している取引先様との契約延長の手が打てず、大変残念ながらサイト停止の判断をせ

ざるを得なくなった。サイトで商品をご覧になってから来店される方が増える中、これ以上サイトを停止させることはお客様に多

大なるご迷惑をおかけしてしまうため、自社運営化とオムニチャネル施策の開始を一旦延期し、11月27日を目処に従来の自社

ECサイトでの運営再開を予定している。

ただし自社運営化によるオムニチャネル施策は当社の今後の成長を支える重要施策だと認識しており、必ずやり遂げる。そ

のため社内の組織体制も変更し、プロジェクト管理を強化。12月1日付で自社EC開発部を社長直下に新設し、担当執行役員と

して、過去に情報システム部長、デジタルマーケティング部長としての実績を持ち、現在は経営企画部門とファッションマーケテ

ィング部門を担当する髙田を任命。専門組織として推進することで責任の所在を明確にし、行動計画に基づいて進捗管理を行

いながら、今後の開発を進める。手続きの都合上、組織設立は12月となるが、すでにこの体制でプロジェクト管理をスタートし

ている。

今回の件については、内部監査室を中心に開発遅延とサイト停止に至った原因と責任の所在を明らかにするよう、現在調査

を進行中。調査結果に基づき、適切な処置を下す予定。
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■連結子会社の吸収合併および新設について

続けて、中期ビジョン推進の一環として、連結子会社の吸収合併、および新設について決定したので、説明する。

まず、吸収合併について説明する。中期ビジョン、４つの戦略の１つである「強い経営基盤の確立」に向け、連結子会社の株

式会社デザインズを㈱UAに吸収合併することを決定した。吸収合併の時期は2020年２月を予定している。デザインズは、

2015年９月に設立し、オリジナルのウィメンズブランドである「BLAMINK」をメインに現在３店舗を展開している。客単価は10万

円を超えており、既存のマーケットにある商品ではご満足いただけない富裕層のお客様を中心に売上が好調に推移している

ものの、本部経費等をまかなえず、収益面では赤字であった。このため、より効率的なグループ経営の推進に向け、㈱UAに

吸収し、第一事業本部内で運営することとした。商品面、販売面、販促面で第一事業本部の持つ機能を活用することで、効率

的な運営ができると考える。今後は㈱UA内でハイエンドマーケットを担う事業として育てていく。なお、当期の業績へ与える影

響は軽微と認識している。

次に連結子会社の新設について説明する。中期戦略の１つである「お客様との接点の拡大」に向け、この度、中国に現地法

人を設立することを決定した。「お客様との接点の拡大」については、複数の項目を設定しているが、現在、「海外展開の拡張

」をメインに推進している。海外展開については、2013年に台湾に現地法人を設立し、実店舗５店舗と自社ネット通販を運営し

ている。直近ではグリーンレーベル リラクシングおよびコーエンのネット通販や期間限定店舗について、お客様から好反応を

いただいており、特にコーエンにおいては、今期台湾で初出店に至った。今後展開を開始する中国においても、グリーンレー

ベル リラクシングおよびコーエンを成長のメインに考えている。今後の見通し等は現在社内で最終調整中であり、来年５月の

次期中期経営計画にて説明予定である。
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■ 中長期的な業績成長の見通し

次にグループ会社の今後の連結動向を踏まえた中長期的な業績成長の見通しについて説明する。

当社の連結子会社であるCHROME HEARTS JP合同会社（以下、CHJP）について、2016年５月に開示したとおり、2020年12

月に連結から外れるため、今後の業績成長についてのお問い合わせが増えている。このため、次期中期経営計画の発表前

になるが、今回の説明会で方向性を説明することとした。

まず、ごく簡単にCHJPとの契約の概要を説明する。当社は2016年から段階的にブランドホルダーへCHJPの株式を有償譲渡

している。2019年10月末現在、当社はCHJPの株式の75％を保有している。また、冒頭に話したとおり、2020年12月末に連結

から外れ、2024年12月末に100％譲渡が完了する。なお、契約上、詳細な譲渡のスケジュールや譲渡金額、CHJPの収益等は

非開示とさせていただいており、ご理解をいただけると幸いである。

続けて、今後の業績成長の見通しについて説明する。2020年12月末のCHJPの非連結化により、連結売上高、営業利益、経

常利益は一定のマイナスインパクトが発生することとなる。一方、親会社株主に帰属する当期純利益は、非連結化に伴い、非

支配株主に帰属するマイナス分の剥落や投資損益のプラスの発生等により、継続的な利益の成長を目指す。また、 CHJPの

株式譲渡に伴うキャッシュインは、中長期成長へ向けた投資に振り向けるとともに株主還元に活用し、CHJP非連結化以降も

高い資本効率を目指す。これらを踏まえ、次期中期期間においては、事業の成長拡大・収益性改善を目指すとともに、高い資

本効率の維持（ROE）・EPSの持続的な成長も視野に経営を推進していく所存である。なお、次期中期経営計画の具体的な成

長戦略、目標等は2020年５月に発表予定である。
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